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 経済産業省では、2016年８月１日から小売の事前登録申請を受け付け、これまで、
５１社が登録済。このうち、今回の自由化を機に、越境販売を含め、新たに一般家庭へ
供給（予定を含む）しているのは、１６社。（１月３０日時点）
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・河原実業 ※１
・レモンガス ※１
・サイサン ※１
・イワタニ長野
・赤間商会
・ガスパル ※１
・クリーンガス金沢

ＬＰガス事業者（７社）

・朝日ガスエナジー
・岩谷産業
・三菱ケミカル ※４
・テツゲン
・仙台プロパン
・ネクストエネルギー
・上越エネルギーサービス
・東京ガスエンジニアリングソリューションズ
・北陸天然瓦斯興業
・合同資源
・鈴与商事
・鈴興
・富山グリーンフードリサイクル
・甲賀エナジー
・近畿エア・ウォーター
・小倉興産エネルギー ※５
・熊本みらいエル・エヌ・ジー
・新日鐵住金
・プログレッシブエナジー
・りゅうせき

旧大口ガス事業者※２（２０社）

・ＪＸＴＧエネルギー ※１ ※６
・石油資源開発
・国際石油開発帝石
・三愛石油
・南遠州パイプライン
・エア・ウォーター
・東北天然ガス
・エネロップ
・筑後ガス圧送

旧ガス導管事業者※３（９社）

・東京ガス ※１
・日本瓦斯 ※１
・東彩ガス ※１
・東日本ガス ※１
・新日本ガス ※１
・北日本ガス ※１

旧一般ガス事業者（６社）

・東北電力
・東京電力エナジーパートナー ※１
・中部電力 ※１
・関西電力 ※１
・四国電力
・九州電力 ※１

電気事業者（６社）

※１越境販売を含め新たに一般家庭へ供給（予定を含む）
※２旧大口ガス事業者 年間ガス供給量 10万㎥以上の

大口需要家へのガスの供給を行う者で、一般ガス事業者、
簡易ガス事業者、ガス導管事業者に該当する者を除いた者

※３旧ガス導管事業者 自らが維持し、及び運用する特定導管
により、卸供給及び大口供給の事業を行う者のうち、一般ガス
事業者や簡易ガス事業者に該当する者を除いた者

※４合併により三菱化学から三菱ケミカルに社号変更
※５エネクスエルエヌジー販売から小倉興産エネルギーに事業承継
※６合併によりＪＸエネルギーからＪＸＴＧエネルギーに社号変更

自由化後の小売事業者の登録状況

その他の事業者（３社）
・日本ファシリティー・ソリューション
・豊富町
・ファミリーネット・ジャパン ※１

（注１）旧一般ガス事業者及び旧簡易ガス事業者の
うち、みなしガス小売事業者は除く。

（注２）事業譲渡の場合は除く。
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自社スイッチングの状況（実績件数）
 小売全面自由化に伴い、需要家が新たに創設された料金メニューを選択した結果、指
定旧供給区域（経過措置対象事業者の供給区域）内における自社（経過措置対
象事業者）内での契約変更のうち、規制料金から自由料金に変更したのは累計で約
９９万件となっている。

種別
自社内変更

（規制料金⇒自由料金）

契約変更件数（件） 率(※)

家庭用 ９１５，２８３ ６.６%

商業用 ５７，２８５ １０.１%

工業用 ３，３７０ １２.２%

その他用 １１，１５２ ９.９%

合計 ９８６，７２８ ６.８%

指定旧供給区域内における自社内契約変更件数（2017年10月時点での累計）

（出典）電力・ガス取引監視等委員会 「ガス取引報（2017年10月）」より作成

（※）自社内契約変更率とは指定旧供給区域内における自社内契約変更件数（2017年4月から10月までの累
計）を2017年4月時点における各需要種の規制料金の契約件数で除した値
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供給区域別の新規参入の状況（家庭用）
 新規参入（越境を含む）が進んだ供給区域は全体の約10%であるが、販売量ベース
でみると78%に達している。

供給区域別（新規参入の有無）
にみた都市ガス販売量
（2017年10月）

*参入済区域とは、2017年10月末時点で新規（越境を含む）事業者の参入実績があった供給区域を指す。
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出典：電力・ガス取引監視等委員会 「ガス取引報（2017年10月）」より作成
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小売全面自由化後の動き①（これまでの主な動き）

 小売全面自由化が開始された昨年4月から、一般家庭向けの小売販売として、電力
会社3社とLP事業者3社が、新規参入し、ニチガスグループ5社が、越境販売開始。7
月からは、東京電力EPが、新規参入者として事業を開始。

 8月、東京電力EPとニチガスが、共同出資し、新規参入者向けに、都市ガスの調達や
販売に必要な機能・ノウハウなどの事業運営基盤（プラットフォーム）を提供する「東京
エナジーアライアンス株式会社」を設立。

 10月、東電FP、JXTGエネルギー、大阪ガスは、川崎市扇島地区に、都市ガス製造・
供給の新会社を設立。

 11月、新電力大手のイーレックスが、2018年4月目途で、都市ガス小売事業へ参入す
ることを発表。

 今年1月、大手エネルギー事業者のJXTGエネルギーが、 2018年度中に、家庭向けガ
ス小売販売を開始する予定であることを発表。

（出典）各社プレスリリース・HP等より作成



10

小売全面自由化後の動き②（JXTGエネルギーによるガス事業への参入)
 JXTGエネルギーは、これまで、既に、一部の地域において大口需要家向けの天然ガス
販売などを行ってきたが、ガス事業の更なる拡大に向けて、２０１８年度中に、東京ガ
スの供給区域における家庭向けガス小売販売を開始する予定。なお、２０１８年１
月から、試験的に、社員向け販売を行う。

 都市ガスの最大の需要地であり、電力小売事業も先行展開していることから、東京ガス
の供給区域へ参入予定となっている。

 JXTGエネルギーは、今回の家庭向けガス小売事業への参入により、石油製品、および
電気販売との相乗効果を期待するとともに、都市ガス小売事業についても、魅力ある
サービスの開発・提供に取り組むことで、「総合エネルギー企業」として、あらゆるニーズに
対応していくこととなる。

（出典）JXTGエネルギーのHP等より作成
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小売全面自由化後の動き③（大津市ガス小売事業での公共施設等運営権制度の活用）

 大津市は9.5万戸の需要家を抱えるガス事業者であり、全国の公営事業者中2番目の規模。
 同市はガス小売全面自由化後、機動的な料金設定や、ガスと他の商材のセット販売などの新規サービス
の展開が困難であるといった公営事業者としての課題を抱えており、民間事業者との厳しい競争により経
営状況が悪化することを懸念。

 こうした課題に対し、公共施設等運営権制度を活用して、官民共同出資の新会社に民間ノウハウを活
用した小売事業等を実施させることを決定。

 現在、2019年4月の事業開始に向け、共同出資者となる民間事業者の募集に向けた準備作業中。

（出典）第1回大津市ガス事業の在り方検討委員会 資料2（2017年4月19日）

公共施設等運営権方式の概略図大津市のガス供給量構成比（2015年度実績）

（出典）第3回大津市ガス事業の在り方検討委員会 参考資料（2017年7月4日）

1.6億m3/年












